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はじめに

　平成15年10月に決定された「社会資本整備重点計画」において
「暮らし」、「安全」、「環境」、「活力」という４つの分野ご
とに重点目標を定めているように、「環境」は国土交通行政の重
要なテーマのひとつであり、これまでも様々な取り組みを行って
きました。
　一方、環境をめぐる諸情勢も大きく変化しています。特に、
「地球温暖化問題」は、発生メカニズムが複雑で、その影響も地
球規模の広がりを有し、また世代を超えて顕在化していく性格を
有したものであり、これからの社会システムは、循環型・自然共
生型の持続可能な社会システムへの変革を図ることが必要不可欠
となっています。
　また、航空分野においては、これまで税制等を通じて、事業者
の燃料消費効率の良い新型機種への更新の支援や空港周辺の騒音
の防止等の環境対策を行ってきたところでありますが、空港の運
用においては「CO２削減」、「リサイクル」といった地球環境問
題に対する体系的な取り組みが十分とはいえない状況にあります。
　そこで、空港の整備・管理運営に伴う環境負荷を低減するため
に、空港管理者と関係事業者の一体となった施策を進めるために
「エコエアポート協議会」を立ち上げることとなりました。
　本計画は、空港の環境へ与える影響を少なくするための目標及
び具体的施策を「阿蘇くまもと空港環境計画」としてとりまとめ
たものであります。

　　　　 　　平成２０年　５月２９日
　　　　　　　　阿蘇くまもと空港エコエアポート協議会　会長
　　　　　　　（国土交通省　大阪航空局　熊本空港事務所　所長）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浜田　康寛

1



第1章　基本方針
　（１）環境計画を策定する背景と目的
　　１）環境に対する背景
　　　　地球温暖化、オゾン層の破壊といった環境問題は、21世
　　　紀の人類がその叡智を結集して対応すべき最大の課題の一
　　　つであり、これらを解決し、持続的な発展を遂げていくた
　　　めには資源の消費を抑制し、排出物を削減した循環型社会
　　　を構築していくことが必要不可欠である。
　　　　このような認識の下、我が国では平成５年に「環境基本
　　　法」が、平成12年にはいわゆる「リサイクル関連六法」が
　　　それぞれ制定される等、政府としてこれら環境問題の解決
　　　に向けた取り組みを強化している中、空港に関連しては、
　　　平成１２年９月に、運輸政策審議会環境小委員会において、
　　 「循環型空港」実現の必要性が確認されたものである。
　　　　さらに、平成14年12月の交通政策審議会航空分科会の最
　　　終答申においては、環境対策として「さらなる空港と周辺
　　　地域との調和のある発展への対応のため、エコエアポート
　　　を推進する観点から、従来の周辺対策事業に加え、空港と
　　　周辺地域との連携、一体化を推進するための施策や循環型
　　　社会の実現等の要請に応じ、空港整備・管理運営に伴う環
　　　境負荷をさらに軽減するための施策を実施していく必要が
　　　ある」とされ、空港における環境改善が強く求められるよ
　　　うになったところであり、国で管理する空港に順次「エコ
　　　エアポート協議会」を立ち上げ環境負荷の更なる低減を図
　　　ることとなった。

　　２）空港環境計画策定の目的
　　　　阿蘇くまもと空港には、航空会社、ビル会社を始め非常
　　　に多くの関係者が存在しているが、これまでそれぞれの立
　　　場で一部環境に対する活動に取り組んできた。
　　　　今後これらの活動を更に実効あるものにし、かつ、効率
　　　よく実施するためには、関係者が一体となり活動を推進す
　　　るための共通の目標を持つ必要がある。
　　　　このため、環境要素毎の目標、具体的施策、実施スケジ
　　　ュール等から構成される、共通の目標としての空港環境計
　　　画を策定するものである。

2



　（２）阿蘇くまもと熊本空港の現況
　　　１）空港活動の概況
　　　　・阿蘇くまもと空港は、平成１９年の実績によれば年間
　　　　航空旅客約３１７万人、航空貨物約３万トン、着陸回数
　　　　約１．８万回を取り扱う我が国の代表的な地方拠点空港
　　　　である。
　　　　・国内線は、平成２０年２月現在、東京路線を始め７都
　　　　市へ日３４便、国際路線はソウル路線週３便が運航して
　　　　いる。
　　　　・空港内には、様々な関係者が事業を行っているが、こ
　　　　れらの事業のために約８５０人が従事している。
　　　　・阿蘇くまもと空港における近年の整備状況としては、

 新ＣＡＢ庁舎が完成しており、今後、阿蘇くまもと空港
 ターミナルビル改修事業の計画が進められているところ
 である。

　　　２）環境面に対する影響
　　　　・本空港は、滑走路がほぼ東西方向となっており、熊本

 市の東約20kmに位置している。
　　　　・空港は阿蘇外輪山の裾野の標高約190mの高遊原台地に

 整備され、その周辺は里山と農耕地帯に囲まれており、
 水と緑に囲まれた自然豊かな場所である。

　　　　・空港周辺の動物分布として、キツネ、タヌキ、イタチ
 などが棲息していると思われるが、貴重種は棲息してい
 ない。また、鳥類はヤマガラ、メジロ、ヒバリ、ホウジ

　　　　 ロ等多種にわたって棲息している。

　　環境要素毎の阿蘇くまもと空港の特質は、次のとおりである。

　　［大気］
　　　　阿蘇くまもと空港の運用に伴ない航空機、ＧＳＥ等車両
　　　の燃料として、化石燃料が消費され、ばいじん、ＳＯｘお
　　　よびＮＯｘ等の大気汚染物質が周辺環境に排出されている。
　　　　熊本県の平成１９年版環境白書によれば、空港の周辺の
　　　全ての測定点で、ばいじん、ＳＯｘおよびＮＯｘ等大気環
　　　境に関する環境基準を達成しているとしている。
　　［騒音･振動］
　　　　空港周辺の主な騒音源としては離着地域における航空機
　　　騒音、ターミナル地域の航空機およびＧＳＥ騒音、ターミ
　　　ナルビルをはじめとする関係施設の設備騒音等がある。

　　　　航空機騒音は環境基準を達成している。
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　　［水］
　　　　公共上水道を利用しており、旅客ターミナルビル使用分
　　　が大部分を占める。
　　　　生活排水は浄化槽で処理し河川へ放流している。
　　　　雨水排水は排水路および調整池を経て、場内にて処理し
　　　ている。

　　［土壌］
　　　　特段の問題はない。

　　［廃棄物］
　　　　一般廃棄物は構内各事業者から分別回収後、公共処理施
　　　設に移管し、以下の処理を行っている。
　　　①資源ごみ:可能なものについてはﾘｻｲｸﾙ
  　　②可燃ごみ:焼却
　　　③不燃ごみ:ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰにて分別の上、ﾘｻｲｸﾙまたは最終処分
　　　　なお、上記に該当しない一般廃棄物（粗大ごみ等）は事
      業者ごとに処理あるいは一般廃棄物処理事業者への移管を
　　　行っている。
　　　　産業廃棄物および建設廃棄物は、発生時に事業者ごとに
　　　処理あるいは産業廃棄物処理事業者への移管を行うことと
　　　なっているが、整備基地ではない等の理由から大型のもの
　　　の発生は少ない。

　　［エネルギー］
　　　　阿蘇くまもと空港では、航空機燃料のほか、電力、ガス
　　（ＬＰＧ）、Ａ重油、ガソリンおよび軽油が消費されている。
　　　　空港での消費エネルギーの大半が航空灯火、管制機器並
　　　びにターミナルビルで使用されている。また、エネルギー
　　　種別としては、その大半が電力エネルギーである。

　　［自然環境］
　　　　空港周辺は民家が少なく、農用地、果樹園、ゴルフ場や
　　　自然の樹木が多く、東に阿蘇の山並み、西に雲仙を望むこ
　　　とが出来る自然環境の恵をうけた風光明媚な場所である。

　　［その他］
　　　　本空港は、アクセス手段としては、リムジンバス・空港
　　　連絡バス・タクシー・レンタカー・自家用車等の道路系の
　　　移動手段に１００％依存している。
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　（３）環境目標の設定の考え方
　　　　阿蘇くまもと空港環境計画における環境目標の設定にあ
　　　たっては、本空港の規模、立地、気候特性を考慮し、環境
　　　要素７項目について、発生・消費規模に留意することとし
　　　た。
　　　　なお、１０年後の目標の設定にあたっては、今後、省エ
　　　ネ診断を行うことも視野に入れて設定してゆく。その際、
　　　実効性を勘案して、可能な限り数値目標を設定する。

　（４）実施方針の考え方
　　　①目標年度
　　　　・１０年後の平成２９年度を目標年度とする。
　　　　・ただし、空港を取り巻く環境の変化や施策の技術動向
　　　　等を勘案し、必要に応じて見直すこととする。
　　　②具体的施策及び実施スケジュール
　　　　・目標年度同様、必要に応じて見直すこととする。
　　　　・策定された空港環境計画の施策の実施にあたっては、
　　　　緊急性、早期実施の可能性、他の施策との連携等を考慮
　　　　の上、短期目標（短期間で計画、実施可能なもの）、及
　　　　び長期目標（計画、実施にある程度の期間を必要とする
　　　　もの）に分類した。
　　　③評価及び公表
　　　　・協議会は、毎年、空港環境計画の実施状況を「実施状
　　　　況報告書」として、５年毎に空港環境計画の評価の結果
　　　　を「中間評価報告書」として公表する。

 ・協議会は、目標年度の次年度に、空港環境計画の実施
 完了後の成果について、最終目標に対する評価を「評価
 報告書」として公表する。

　（５）対象範囲
　　　①対象となる活動範囲
　　　・対象としては、空港内のすべての活動（人、航空機、車
　　　、各種設備の稼働等）とする。
　　　・ただし、空港関連の建設工事は、一過性のものであり最
　　　終目標対象に直接リンクするものではないことから対象と
　　　はしない。しかしながら、工事実施に当たっては、環境に
　　　対する影響が最小限になるよう配慮する。
　　　②対象となる区域
　　　・空港環境計画の活動の対象となる区域は、空港敷地内の
　　　範囲を原則とする。
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第2章　実施体制
　　空港環境計画の実施にあたっては、関係者の理解と協力に基
　づく総合的な環境問題への取り組みが必要なことから、本空港
　の管理者が中心となり、阿蘇くまもと空港エコエアポート空港
　環境部会を組織するものである。

　（１）エコエアポート空港環境部会の構成
　　　ｴｺｴｱﾎﾟｰﾄ空港環境部会の構成員は、以下のとおりとする。

　　　・国土交通省 大阪航空局熊本空港事務所
　　　・国土交通省 九州地方整備局熊本港湾・空港整備事務所
　　　・福岡航空測候所
　　　・長崎税関八代税関支署
　　　・熊本県地域振興部
　　　・熊本県警察航空隊
　　　・熊本県防災消防航空センター
　　　・熊本空港ビルディング（株）
　　　・（株）日本航空インターナショナル
　　　・全日本空輸（株）
　　　・スカイネット・アジア航空（株）
　　　・アシアナ航空（株）
　　　・天草エアライン（株）
　　　・（財）空港環境整備協会熊本事務所
　　　・熊本空港給油施設（株）
　　　・九州産交ツーリズム（株）

　　(順不同)

　（２）エコエアポート空港環境部会の主な活動内容
　　　本部会の主な活動内容は、以下のとおりである。

　　　①空港環境計画の原案策定
　　　　空港の環境現況を調査し、優先順位を考慮して空港環境
      計画を策定する。
　　　　なお、策定に当たり、関係する地元自治体等とは十分調
      整を行う。
　　　②施策の実施
　　　　空港環境計画に基づき関係する各事業者が各々実施する。
　　　③達成状況の評価
　　　　空港環境計画の各施策の達成状況は、部会で評価する。
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　　　④教育･啓発活動
　　　　空港環境計画の実施にあたって、関係者に対し必要とな
      る事項について継続的な教育及び啓発活動を行うとともに
      、旅客に対してもゴミ等の削減キャンペーンを行う。

第3章　実施計画
　（１）大気
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　ａ．ＣＯ２の排出

　　　　　　ターミナルビルなどの施設やＧＳＥ他車両のＣＯ２

 　排出総量の内、大半は電力消費に伴うもので、この比
   率が高い原因は冷暖房がすべて電気で行われているた
   めである。

　　　　ｂ．大気汚染物質の排出
　　　　　　航空機の地上走行および駐機中の燃料消費、ＧＳＥ
　　　　　および非ＧＳＥ車両等で消費される化石燃料類からの
　　　　　ばいじん、ＳＯｘおよびＮＯｘ等がある。

　　　［現状の対策状況］
　　　　ａ．Ｃｏ２の排出

　　　　　　Ｃｏ２の排出は化石燃料によるエネルギーの消費に

　伴なうものである。従ってこれについては、（６）エ

　ネルギーの項で述べる。

　　　　ｂ．大気汚染物質の排出
　　　　　・エネルギー消費量の大半が電気であることから分か
　　　　　るように、電力会社からの購入電力とすることによっ
　　　　　て、対象領域での大気汚染物質排出を極小にする対策
　　　　　が既に採られている。
　　　　　・ＧＳＥ及び非ＧＳＥ車両は全て軽油とガソリンの化
　　　　　石燃料を使用しているなど、クリーン燃料による大気
　　　　　汚染物質削減対策は執っていない。
　　　　　・ＧＳＥおよび非ＧＳＥ車輌に対するアイドリングス
　　　　　トップ運動は、組織的には推進していない。

　　　２）具体的な施策
　　　　　大気汚染物質の排出量低減を計画的に実行するために
　　　　は、化石燃料をよりクリーンな燃料へ転換することが必
　　　　要である。
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　　　　　①ＧＰＵの更なる整備促進を図る。
　　　　　②エコカーの積極的導入として、空港関係車輌の電気
　　　　　自動車化、天然ガス自動車、ハイブリッドカ－への転
　　　　　換をはかる。
　　　　　③アイドリングストップ運動を組織的に推進する。
　　　　　④各施設の照明や冷暖房設備の省エネ化を推進する。
　　　　以上の施策により

　　　　【旅客1人あたりのＣＯ２排出量を着実に削減する】

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　①、②の内大型ＧＳＥおよび④は、予算措置等を含め
　　　　詳細な検討を伴う施策であるので更新時期を考慮し、長
　　　　期目標として計画・実施する。
　　　　　②の内大型を除くＧＳＥおよび③は、短期目標として
　　　　計画・実施する。

　（２）騒音･振動
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　・航空機の離着陸時、地上走行時及び駐機中の航空機騒
　　　　音、ＧＳＥ、その他関係車両騒音並びにターミナルビル
　　　　をはじめとする関係施設の設備騒音等がある。
　　　　・阿蘇くまもと空港のターミナルビルは、周辺市街地と
　　　　は十分な距離を隔てているため、ターミナル地域より発
　　　　生する騒音の影響は少ない。

　　　［現状の対策状況］
　　　　・ＧＳＥ車両などの低騒音化など特別な騒音対策は執っ
　　　　ていない。

 ・ＧＰＵ（４スポット）の導入。

　　　２）具体的な施策
　　　　　①ＧＰＵの更なる整備促進を図る。
　　　　　②ＧＳＥ、その他関係車両について、低騒音型車両へ
　　　　　の転換をはかる。
　　　　　③ アイドリングストップ運動を組織的に推進する。
　　　　以上の施策により

　　　　【車輌転換及びＧＰＵの更なる整備促進等により、着実
        に騒音・振動を低減する】
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　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　①及び②の内大型ＧＳＥは、予算措置を含め詳細な検
　　　　討を伴う施策であるので更新時期を考慮し長期目標とし
　　　　て計画・実施する。
　　　　　②の内大型を除くＧＳＥおよび③は、短期目標として
        計画・実施する。

　（３）水
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　・井戸水、雨水、中水等の再利用水は用いていない。
　　　　・ターミナルビル等建築物からの生活排水は、浄化槽で
        処理し河川へ放流している。
　　　　・雨水排水（雪解け水を含む）は排水路および調整池を
        経て、場内にて処理している。

　　　［現状の対策状況］
　　　　・トイレ等の節水装置（節水栓）の導入を行っている。
　　　　・給油施設排水は油水分離設備にて処理後、下水放流を
        行っている。

　　　２）具体的な施策
　　　　　①上水の大半を使用する旅客ターミナルビルにおける
          各事業者ごとの使用量の把握と節水努力の継続により
          上水使用量および排水量を削減する。この手段として
          、まず各事業所ごとの使用量を統計的に把握し、継続
          的に節水を呼びかけていく。
　　　　  　節水キャンペーンで利用者の意識を向上させる。
　　　　　②自動手洗水栓等を取り付ける。節水器や節水コマを
　　　　　取り付けることにより、水使用量の抜本的な削減を行
　　　　　う。また、雨水、中水等の水の再利用を図ることを検
　　　　　討する。
　　　　　以上の施策により、

　　【旅客1人あたりの上水使用量及び排水量を着実に削減する】

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　②については、予算措置を含め詳細な検討を伴う施策
　　　　　であるので更新時期を考慮し長期目標として計画・実
　　　　　施する。
　　　　　①については、短期目標として計画・実施する。
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　（４）土壌
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　　特に問題はない。

　　　［現状の対策状況］
　　　　　希に、ＧＳＥ車両等から油脂類の流出があるが、拭き
　　　　取り後、中和剤散布等により対応している。

　　　２）具体的な施策
　　　　　ＧＳＥ車両等の整備を確実に実施し、定期点検状況の
　　　　確認及び乗車前後の車両点検を励行する。

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　短期目標として計画・実施する。
　　　　　以上の施策により、

　　【土壌汚染の発生を防ぐ】

　（５）廃棄物
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　・一般廃棄物は専門業者が分別回収の上、構内所定の集
　　　　積所に移送し、契約した回収業者に移管する。その後、
　　　　公共の一般廃棄物処理施設にて以下の処理を行う。
　　　　　資源ゴミ（ダンボール）はリサイクル事業者に移管。
　　　　可燃ゴミ（紙屑、新聞紙、雑誌、シュレッダー屑、吸殻、
　　　　生ごみ）等は公共焼却炉で適正処理。不燃ゴミ（プラス
　　　　チック、缶、瓶、ガラス等）はリサイクルセンターにて
　　　　分別の上、リサイクル事業者に移管または最終処分。
　　　　・上記分別区分に該当しない一般廃棄物（粗大ごみ、家
　　　　電、ＯＡ機器類、ボタン電池、爆発物、危険物類、什器
　　　　類、医療廃棄物等）は排出事業者が個別に対応している。
　　　　・大型産業廃棄物（建設廃棄物を除く）は、当空港に整
　　　　備工場を持たないことから極めて少量しか発生しない。
　　　　・建設廃棄物は基本的に発生しないが、工事により発生
　　　　した廃棄物は工事業者等により関連法に基づき適切に処
　　　　理されている。
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　　　［現状の対策状況］
　　　　・ダンボールは資源ごみとして、公共経由でリサイクル
　　　　事業者に移管している。
　　　　・可燃物は公共の可燃物処理センターにて焼却処理して
　　　　いる。
　　　　・産業廃棄物（建設廃棄物を含む）の発生は極めて少な
　　　　いが、発生時には事業者ごとに産業廃棄物処理事業者へ
　　　　の移管を行っている。

　　　２）具体的な施策
　　　　　廃棄物については、３Ｒ（リデュース、リユース、リ
　　　　サイクル）を徹底して推進し、特にリサイクル率を重点
　　　　的に向上させる。

　　　　　①現状可燃ごみとして焼却されている新聞紙および雑
　　　　　誌はリサイクル事業者に移管する。
　　　　　②一般廃棄物は排出事業者ごとの発生量の把握と、ご
　　　　　みの減量化キャンペーン（再生製品の積極的採用、紙
　　　　　使用量の削減、空港利用者への呼び掛け等）を実施す
　　　　　る。
　　　　　③産業廃棄物（建設廃棄物および検疫不合格品等を含
　　　　　む）は発生量および処理、有効利用方法を把握し、３

　 Ｒを軸とした継続的な削減を行っていく。

　　　　以上の施策により

　　　　【一般廃棄物のリサイクル率を向上させる】

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　①～③はいずれも詳細な検討を伴う施策であるので長

期目標として計画・実施する。

　（６）エネルギー
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　・ターミナルビルなどの施設やＧＳＥ車両等のエネルギ
　　　　ー消費量をエネルギー種別で見ると大半が電力で、これ
　　　　は冷暖房の大部分が電気で行われているためである。
　　　　・Ａ重油は少なくターミナルビルの空調暖房運転に、ま

た、非常発電機の試運転用に軽油が使用されている。
　　　　・ガソリンも極めて少なく貨物用フォークリフトや非Ｇ
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　　 　 ＳＥ車両で使われている。
　　　　・軽油はＧＳＥなどに使用されている。
　　　　・施設別ではエネルギーの大半がターミナルビルで消費
        されている。
　　　　・ターミナルビルは、エネルギー消費量が多いことから
        省エネルギー対策の自主的な努力が求められる。
　　　　・近年特に性能が良くなった高効率機器・器具類の利用
　　　　などは採用されておらず、機器更新時にはこれらの採用
　　　　による各種の省エネルギー対策の余地が残されている。
　　　　・電気は全て電力会社からの買電で賄われており、我が
　　　　国全体のＣＯ２排出量の削減の意味では、コージェネレ
　　　　ーションの採用の検討の余地がある。
　　　　・ガスはＬＰＧで、天然ガスや、風力・太陽光など自然
　　　　エネルギーは直接利用されていない。

　　　［現状の対策状況］
　　　　　以下に示すような省エネルギー対策がなされている。
　　　　　・ほとんどのガラス窓に日射遮蔽ブラインドが設置。
　　　　　・適正な変圧器容量の選択、適正な電圧の維持。
　　　　　・空調のゾーニングの適正化。
　　　　　・ターミナルビルの一部で不使用時の照明を切るため
　　　　　に適正なスイッチや配線の改修。

　 ・ＧＰＵ（４スポット）の導入。

　　　２）具体的な施策
　　　　　エネルギー消費量を削減する方策を進めるとともに、

自然エネルギーの利用等エネルギー代替化を検討する。
　　　　　①ＧＰＵの更なる整備促進を図る。
　　　　　②ＧＳＥ車両及びその他車両のエコカー化（電動化を
　　　　　含む）を図る。
　　　　　③アイドリングストップ運動を組織的に推進する。
　　　　　④高効率照明器具の採用を促進する。
　　　　　⑤不使用時の照明の消灯を実施する。
　　　　　⑥照明設備のスイッチゾーニング、タイムスケジュー
　　　　　ル、自動点滅、人感知センサーシステムの導入を促進
　　　　　する。
　　　　　⑦機器の劣化、空調設備などの運転などを定期的に診
　　　　　断し、適切な時期における高効率空調機器の採用や高
　　　　　効率運転を促進する。
　　　　　⑧風力発電および太陽光発電等の導入を促進する。
　　　　以上の施策を実施しエネルギー削減を図る。
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　　　【旅客1人あたりのエネルギー消費量を着実に削減する】

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　　③、⑤は短期目標として計画・実施する。その他は、
　　　　予算措置を含め詳細な検討を伴なう施策であるので更新
　　　　時期を考慮して長期目標として計画・実施する。

　（７）自然環境
　　　１）現状認識
　　　［現況］
　　　　・空港周辺は民家が少なく、農用地、果樹園、ゴルフ場
　　　　や自然の樹木が多く十分な緑に囲まれている。
　　　　・空港周辺の動物分布として、キツネ、タヌキ、イタチ
　　　　などが棲息していると思われるが、貴重種は棲息してい
　　　　ない。また、鳥類はヤマガラ、メジロ、ヒバリ、ホウジ
　　　　ロ等多種にわたって棲息している。

　　　［現状の対策状況］
　　　　　ターミナル地域の駐車場・空港内道路わき等において、
　　　　多くの緑化がなされている。

　　　２）具体的な施策
　　【更なるＣＯ２削減効果及び景観へ配慮した緑化を進める。】

　　　３）施策の実施スケジュール
　　　　予算措置を含め詳細な検討を伴なう施策であるので施設
　　　更新時期等を考慮して長期目標として計画・実施する。　
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　　用語解説

オゾン層
地表から10～50キロメートル上空の成層圏に集まっている

　　 層。酸素原子３個からなる物質で構成されており、有害な紫
　　 外線を吸収し地球上の生物を守っている。

       主に冷蔵庫やスプレーに使用されているフロンという化合
　　 物がオゾン層に影響（オゾン層の減少）を与えている。

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
　　　 燃料を用いて発電するとともにその際に発生する排熱を
　   冷暖房や給湯、蒸気などの用途に有効利用する省エネルギ
     ーシステム。

ＧＳＥ（Ground Servise Equipment）
地上支援機材。航空機の周りで作業する様々な車両機材

　 　の総称。

ＳＯｘ
硫黄酸化物。

地球温暖化
　　　 温室効果ガス（二酸化炭素など）が大気中に増えること
     によって地球の平均気温が上昇する現象。　
       これにより、海面上昇による土地の減少、病害虫の増加
　　 による食糧難、熱帯性の感染症発生範囲の拡大、更なる生
　   物の絶滅危機などが影響されるといわれている。

ＮＯｘ
窒素酸化物

ＣＯ２

二酸化炭素

ＧＰＵ（Ground Power Unit）
エプロンにおいて航空機内整備などを行う際に航空機に

　　　空調および電気を供給する施設。
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リデュース（Reduce）
排出抑制（そもそもの出す量を抑える）

リユース（Reuse）
再利用（使用した物を形を変えずに使用）

リサイクル（Recycle）
再資源化（使用済みの物を再び資源利用）
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